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漁業無線従事者の在り方検討についての意見照会結果 

 

１．照会対象者 中短波・短波漁業無線局、地区漁業無線機関 

 

２．主な意見 

（１）船舶局、海岸局等の無線局における無線従事者の資格取得状況 

 当協会会員３０海岸局（中短波・短波局）における資格取得状況 

（計１７５名） 

 １総通：３８名  ２総通：４１名  ３総通：４５名 

 １海通：３名  ２海通：２名  ３海通：４名  ４海通：３４名 

 １海特：０名  ２海特：８名 

 ※沿岸漁業者向けの超短波局の詳細な実態は不明だが、多くは２海特取得者と考えられる。 

なお、船舶局の実態は把握していない。 
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（２）海上無線通信システムにおける無線従事者の果たすべき役割 

 ・漁業無線システムは一斉通知、非常災害時において衛星通信よりも優位。 

 ・沿岸、沖合の漁業者は無線通信が主体であり、限られた電波資源を効率的に利用するためには専

門知識を問う資格制度が必要。 

 

（３）無線従事者制度の課題・要望等（試験区分、試験内容、養成課程等） 

 ・資格区分については、現状に合わせ見直すことも必要ではないか。 

 ・実務上ほぼ使用しない科目（モールスなど）を見直せば、受験者の負担軽減と実務適合性に寄与。 

 ・試験科目の集約、試験日数の短縮の検討が必要だが、難易度は維持すべき。受験料が高額。 

 ・開催地が都市部に限定されており地方在住者に負担。オンライン化なども検討すべき。上級資格

試験で業務経歴に応じた免除科目を増やすべき。 

  ・無線設備が高度化・複雑化しており、施設整備に関する試験やデジタル通信、暗号化、ソフトウ

ェア無線などの技術も必要ではないか。 

 ・無線従事者の高齢化、新規雇用が困難な状況となっており、主任無線従事者設置義務や無線通信

士免許取得の緩和が必要ではないか。 
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（４）GMDSS対応機器の利用、無線設備の保守状況 

 ・GMDSS対応船の殆どが休漁期間等を利用し、メーカーによる陸上保守等を実施している。 

 

（５）モールス電信の利用状況、制度の見直しの必要性 

 ・モールス電信は、遠洋かつお・まぐろ漁船、水産高校実習船の一部で利用がある程度。 

 ・モールス通信ができる通信士を確保することが困難。 

 

（６）A4海域におけるモールス通信の利用実態 

 ・実態なし 


